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東京都総務局統計部 

平成 18年 2月 2４日 

 

統計法制度に関する研究会報告書（中間とりまとめ）に対する東京都意見 

 

 「統計法制度に関する研究会報告書（中間取りまとめ）」については、基本的には賛同し

ます。しかし、以下の点については特に強調して述べさせていただきます。 

 

１ 受託者の義務等（報告書７頁以下：以下頁数記載の場合は、報告書該当頁をさす。） 

 (1)  秘密の保護義務（７頁） 

    本項において、受託者等の秘密の保護義務の適用については新たな法的措置は不要

とされているが（８頁）、今後、統計業務の委託が本格的に課題となることを踏まえ、

法解釈によることなく受託者に適用となるよう、明確に、受託者の秘密の保護義務を

規定すべきである。 

 (2)  秘密の漏洩に対する措置（８頁） 

    調査の秘密に関する罰則については、指定統計調査だけではなく、承認統計調査や

届出統計調査にも適用を拡大させることはもとより、当該規定の適用に当たっては、

受託者等について適用させることを明確に規定するともに、受託関係が終了した後も

罰則を適用可能とすることを明確に規定すべきである。 

    さらに、受託業務従事者のみならず、受託者等に属する者の秘密漏洩に対しても同

規定を適用し得ることとすべきである。 

(3)  統計の改ざん措置に対する措置（１１頁） 

   今後、統計業務の民間委託が本格化することを考慮すると、公表期日前漏洩の場合

とは区別し、統計改ざん行為の犯罪性を重視すべきであり、その罰則の適用範囲を承

認統計調査及び届出統計調査にまで拡大するとともに、当該罰則規定が受託者等にも

適用されることを明確に規定すべきである。 

 

２ 統計調査員（１３頁）  

   民間委託の場合、受託者に係る統計調査員の規定を新たに設ける必要はないとされて

いるが、調査対象者と調査内容について直接対応する受託業務従事者については、調査

を円滑に行える者であること、調査対象者の秘密の保護に十分配慮できる者であること

などその資質が重要であり、受託業務従事者に関する規定を命令等により規定できるよ

うに明確な法的根拠を設けておくべきである。 

 

３ 統計調査に係る法定受託事務の民間委託（１４頁） 

  統計調査に係る法定受託事務を包括的に民間委託することは困難との判断が示されて

いることについては、全面的に同意する。しかし、巷間伝えられるところでは、法定受
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託事務についても包括的民間委託が可能との声も強い。そこで、このことについては次

の点を考慮されたい。 

  ① 統計調査に係る法定受託事務の法的性格 

    現在、地方公共団体が法定受託しているのは、「統計調査」そのものであって統計

調査を包括的に「民間委託」することまで受託している訳ではない。両者は、共通

する事務もあるが、基本的には全く異なる判断、体制等が必要な業務である。従っ

て、地方公共団体の判断によって包括的に「民間委託」できるとするのであれば、

当該業務について「法定受託」とすべきかどうかまで遡って地方公共団体との協議

がなされなければならないものと考える。 

  ② 包括的な民間委託による混乱の可能性 

    統計調査に係る法定受託は、都道府県のみならず市区町村に対しても行われてお

り、受託先の体制等も一様ではなく大きな混乱を招くものであるとともに、各地方

自治体により個別に行われる民間委託では、民間の効率性を生かそうとの委託本来

の趣旨に反することになる。 

  

４ 統計目的の統計データの使用に係る法制上の位置づけ（１９頁） 

  指定統計調査にかかわらず、国又は地方公共団体で作成された調査票に関しては、少 

なくとも国又は地方公共団体が行政上必要とする他の統計作成のために使用する場合は、 

原則として使用可能とすべきである。その際に、使用する目的等が公表されるのは当然 

のことである。 

 

５ その他 

「統計法制度に関する研究会」においては、「統計調査の民間委託の一層の推進、統計 

 データの二次的利用の促進」の他に、「その他統計法制度上検討すべきと認められる課題 

について、……（１頁）」も検討すべきものとされていることから、次の点についても検

討されるよう要望する。 

 (1)  国と地方公共団体との関係 

    指定統計調査等の国で作成している統計調査については、大規模統計調査の多くが

地方公共団体に法定受託されてきたことから、法定受託関係以外については、特段

問題とされてこなかった。 

    しかし、統計調査が包括的に民間委託されること自体が問題となっているので、

この際、統計における国と地方公共団体との関係について明確に規定すべきである。

その際、両者の関係について次のように考えることが妥当である。 

   ① 統計調査においては、国と地方公共団体とで調査対象を共通にしていること。 

   ② 行政上必要となる統計資料は、地域は異なるとしても共通なものが多いこと。 

    以上のことから、国において統計調査を実施する場合は、計画段階から地方公共

団体の意向が確認されるべきである。また、民間委託された調査であっても調査票
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等必要な資料は当然に地方公共団体でも活用できるようにすべきである。   

 (2)  行政記録の活用 

    行政記録の統計調査への活用に関しては、「統計制度改革検討委員会」の検討状況

を踏まえた上で必要に応じて検討すべきものとされているが（１６頁）、国、地方公

共団体とも行政改革が強く求められており、行政の効率化、経費の大幅な削減等の

観点を含めて、行政記録の統計調査への活用は統計の作成に当たり、大前提とすべ

きものと考える。 

    このため、統計法に行政記録を活用するための原則規定を置くとともに、行政記

録を作成する各種法令での規定化を促すべきである。 

 (3)  統計調査の実査に係る環境の整備 

     現行の統計行政に求められていることは、統計体系の整備や統計調査の実施体制

の確立のみならず、統計調査の実査に係る環境の整備が急務の課題となっている。

国勢調査を初めとして、精度の高い統計調査の維持・確立のためには、今回の統計

法改正の機会に規定整備を行うよう強く要望する。 

    例を挙げると、次のようなものである。 

   ① 統計調査の調査拒否者に対する対応の強化 

   ② マンション等の集合住宅管理者等に対する統計調査への協力義務及びその協力

を拒む者への法的制裁措置の創設（企業名等の公表を含む） 

   ③ 調査員制度の強化を図る法規定の整備  

 

 




